測量・コンサル等資格審査申請書類チェックリスト
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●書類の提出の際、このチェックリストによる確認を必ず行うとともに、申請時にご持参ください。（郵送の場合は同封してください。）
●確認後は申請者確認欄にチェックしてください。
	確　　　認　　　事　　　項
	申請者確認欄
	越前市確認欄

	ファイル・申請書等のサイズはＡ４ですか。
	
	

	ファイルの表紙・背表紙に商号又は名称が書かれていますか。（郵送、窓口申請の場合）
	
	

	番号順にファイルされていますか。（番号欄１～14順）
	
	


番号欄　□の書類は、必ず提出しなければならない書類。　□の書類は該当する場合提出する書類。
	番号
	申請書類
	確　認　事　項
	申請者確認欄
	越前市確認欄

	※
	業者カード
	ファイルには綴じず、別に添付されていますか。（郵送、窓口申請の場合）
	
	

	１
	測量等指名競争入札
参加資格審査申請書
	注意事項を参照のうえ、記入されていますか。
	
	

	
	
	希望業種が明記されていますか。
	
	

	
	
	委任の有無に関わらず、申請者は本店代表者名になっていますか。
	
	

	２
	業務状況一覧表
	「測量等実績高」欄は参加を希望する業種について記入されていますか。
	
	

	３
	業務経歴書
	各事業･部門ごとに審査基準日前2年間分記載されていますか。
※別紙「営業実績の考え方」に記載された要件を満たしていますか。
	
	

	４
	常勤技術職員名簿
	資格について記入漏れはありませんか。
	
	

	
	
	委任する場合、委任先営業所について記入されていますか。
	
	

	５
	使用印鑑届
	入札及び契約に使用する印鑑が押印されていますか。
	
	

	
	
	本店から委任されている方は、受任者の印鑑が押印されていますか。
	
	

	
	
	委任の有無に関わらず、届出者は本店代表者名になっていますか。
	
	

	６
	許可等証明書
（コピー可）
	希望業種に対する許可証、又は許可証明書が添付されていますか。
	
	

	
	
	許可の有効期間は切れていませんか。 
	
	

	７
	商業登記簿謄本等
（コピー可）
	法人の場合、申請日前3か月以内に発行された登記簿謄本ですか。
	
	

	
	
	個人の場合、申請日前3か月以内に発行された身分証明書ですか。
	
	

	８
	財務諸表等
	法人の場合、直前1営業年度分の貸借対照表及び損益計算書ですか。
	
	

	
	
	個人の場合、令和5年分の青色申告決算書又は確定申告書の写しですか。
	
	

	９
	納税証明書
（コピー可）
	納期到来分税額の未納がない証明書（税務署発行）を提出してください。
	―
	―

	
	
	法人の場合、証明その３の３ですか。
	
	

	
	
	個人の場合、証明その３の２ですか。
	
	

	10
	市税納付状況調査
同意書（市内業者のみ）
	ファイルには綴じず、別に添付されていますか。（郵送、窓口申請の場合）
	
	

	11
	暴力団の排除に関する確約書
	内容を確認したうえ、確約書に印鑑が押印されていますか。
	
	

	
	
	委任の有無に関わらず、届出者は本店代表者名になっていますか。
	
	


	12
	委任状
（営業所等の代表者に

委任する場合）
	本店の代表者と受任者双方の印鑑が押印されていますか。

（受任者の印は、5の使用印鑑届の印と一致させてください。）
	
	

	
	
	委任期間、委任事項が記載されていますか。
	
	

	13
	営業所一覧表
	12の委任状を提出する場合、提出してください。
	
	

	14
	ISO9001・14001認証

証明書（コピー可）
	ISO9001・ISO14001を取得されている方は、提出してください。
	
	

	15
	福井県の受付表又は
決定通知書の写し
	※添付された方は７、８、９の提出が不要となります。
	
	


業　者　カ　ー　ド
１．太枠のところのみ楷書で記入してください。

２．ゴム印は使用しないでください。

３．「登録希望する事業」欄は、登録を希望する事業の左欄に○印を記入してください。

４．建設コンサル・補償コンサル・計量証明事業については、希望部門の番号に○をつけてください。

	区　分
	１．新規　２．更新
	委任の有無
	１．有　/　２．無

	申　請　者
	ふりがな
	

	
	商号又は名称
	

	
	本社所在地
	〒　　　－      　　　　都・道・府・県

	
	代表者職氏名
	職名
	
	氏名
	


	
	電話番号
	（　　　　　　）　　　　－

	
	ＦＡＸ番号
	（　　　　　　）　　　　－

	委任する場合
	ふりがな
	

	
	営業所名
	

	
	営業所所在地
	〒　　　－　　　　　　　都・道・府・県

	
	代表者職氏名
	職名
	
	氏名
	

	
	電話番号
	（　　　　　　）　　　　－

	
	ＦＡＸ番号
	（　　　　　　）　　　　－

	登　録　希　望　す　る　事　業

	
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日
	
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	測量業者
	第　　　号
	年　月　日
	
	建築士事務所
	第　　　号
	年　月　日

	
	建設コンサルタント
	第　　　号
	年　月　日
	
	補償コンサルタント
	第　　　号
	年　月　日

	
	地質調査業者
	第　　　号
	年　月　日
	
	不動産鑑定業者
	第　　　号
	年　月　日

	
	土地家屋調査士
	第　　　号
	年　月　日
	
	司法書士
	第　　　号
	年　月　日

	
	計量証明事業
	第　　　号
	年　月　日
	
	
	第　　　号
	年　月　日

	建設コンサルタント登録部門

	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21

	海岸・海洋部門

河川・砂防及び
	港湾及び空港部門
	電力土木部門
	道路部門
	鉄道部門
	工業用水道部門

上水道及び
	下水道部門
	農業土木部門
	森林土木部門
	水産土木部門
	廃棄物部門
	造園部門
	地方計画部門

都市計画及び
	地質部門
	土質及び基礎部門
	コンクリート部門

鋼構造及び
	トンネル部門
	設備及び積算部門

施工計画・施工
	建設環境部門
	機械部門
	電気電子部門

	補償コンサルタント登録部門
	計量証明事業者
	その他の業務

	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	１
	２
	３
	４
	５
	

	土地調査部門
	土地評価部門
	物件部門
	機械工作物部門
	特殊補償部門

営業補償・
	事業損失部門
	補償関連部門
	総合補償部門
	計量証明事業

濃度に係る
	計量証明事業

騒音レベルに係る
	係る計量証明事業

振動加速度レベルに
	計量証明事業

熱量に係る
	計量証明事業

特定濃度に係る
	


	受付
番号
	
	受付
年月日
	年　　月　　日
	地域区分
	市内・県内・県外
	電・直・郵

	
	記入
チェック
	
	入　力
	
	入力
チェック
	


様式第１２号
測量等指名競争入札参加資格審査申請書
令和７・８年度において、越前市が発注する測量・調査・設計業務の競争入札に参加したいので、越前市指名競争入札参加資格審査申請要綱第４条の規定により、関係書類を添えて資格審査を申請します。なお、この申請書及び添付書類の記載事項のすべては、事実と相違ないことを誓約します。
令和　　年　　月　　日
越前市長　殿
	
	所　 在　 地
	〒　　　　　　　　　　都・道・府・県

	
	( ふ り が な )
	
	
	

	申請者
	商号又は名称
	
	電話番号
	

	
	代表者職氏名
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	
	
	メールアドレス
	


	登録番号
及び
登録年月日
	測量
	第　　　　　号
	年　　　　月　　　　日
	希望する業務の種別

	
	
	
	
	

	
	建設コンサルタント
	第　　　　　号
	年　　　　月　　　　日
	

	
	建築士事務所
	第　　　　　号
	年　　　　月　　　　日
	

	
	地質調査
	第　　　　　号
	年　　　　月　　　　日
	

	
	補償コンサルタント
	第　　　　　号
	年　　　　月　　　　日
	申請内容に関する照会先

	
	
	
	
	担当者
	℡


様式第１３号

業　務　状　況　一　覧　表

	
	商号または名称
	

	測　量　等　実　績　高
	競争に参加を希望

する業種の区分
	審査基準日の直前2年の各事業年度の決算に基づく契約金額
	直前２カ年間の

年間平均実績高
	審　　査
	総合数値

	
	
	前　々　年　
	前　　　年
	
	
	

	
	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	

	
	
	千円

	千円

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	審査基準日直前の事業年度の決算に基づく金額

	損益計算書
	税引前当期利益 (S)
	千円

	 EQ \F(ｍ,ｎ) 

	貸借対照表
	流動資産計（ｍ）
	千円

	流動負債計 (n)
	千円

	%

	
	固定資産計（Q）
	
	総資本額 (R)
	
	 EQ \F(P,Q) 

	自己資本額
	区分
	直前決算時
	剰余（欠損）金
処分
	計
	決算後増減額
	合　　計
	%

	
	払込資本金
	千円

	千円

	千円

	千円

	千円

	 EQ \F(S,R) 

	
	積立金
	
	
	
	
	
	%

	
	次期繰越
利益（欠損）金
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	(P)

	
	
	

	常勤職員数
	技術職員
	事務職員

	
	一級
建築士
	二級
建築士
	技術士
	測量士
	その他
	計
	不動産

鑑定士
	土地家屋
調査士
	その他
	計

	
	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人

	人


	営業年数
	創　　業
	休業または転（廃）業の期間
	現組織への変更
	営業年数

	
	年　月　日
	年　月　日から　　年　月　日まで
	年　　月　　日
	年


注（１）「測量等実績高」、「損益計算書」、「貸借対照表」、「自己資本額」および「営業年数」の欄は、経営事項審査申請書の記載要領に
準じて記入してください。

（２）「常勤職員の数」の欄

（イ）「常勤職員」とは測量等業務に従事し、かつ雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者をいい、労働者（常用労働者を含む。）または、これに準ずる者、代表権を有する役員および事業主を除きます。

（ロ）資格を複数有する職員の場合は、それぞれの資格の数に算入できますが、「計」の欄には実数（技術系の資格と事務系の資格を有する場合は技術系の資格者として扱うものとする。）を記入してください。

（実績高　別紙１）

	建設コンサルタント部門　実績高
	競争に参加を希望する
業種(部門)の区分
	審査基準日の直前2年の各事業年度の決算に基づく契約金額
	直前２カ年間の

年間平均実績高

	
	
	前　々　年　
	前　　　年
	

	
	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	自　　年　　月

至　　年　　月
	

	
	河川・砂防及び海岸・海洋
	千円
	千円
	

	
	港湾及び空港
	
	
	

	
	電力土木
	
	
	

	
	道路
	
	
	

	
	鉄道
	
	
	

	
	上水道及び工業用水道
	
	
	

	
	下水道
	
	
	

	
	農業土木
	
	
	

	
	森林土木
	
	
	

	
	水産土木
	
	
	

	
	廃棄物
	
	
	

	
	造園
	
	
	

	
	都市計画及び地方計画
	
	
	

	
	地質
	
	
	

	
	土質及び基礎
	
	
	

	
	鋼構造及びコンクリート
	
	
	

	
	トンネル
	
	
	

	
	施工計画・施工設備及び積算
	
	
	

	
	建設環境
	
	
	

	
	機械
	
	
	

	
	電気電子
	
	
	

	
	計
	
	
	


	補償コンサルタント部門　実績高
	競争に参加を希望する
業種(部門)の区分
	審査基準日の直前2年の各事業年度の決算に基づく契約金額
	直前２カ年間の

年間平均実績高

	
	
	前　々　年　
	前　　　年
	

	
	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	自　　年　　月

至　　年　　月
	

	
	土地調査
	千円
	千円
	

	
	土地評価
	
	
	

	
	物件
	
	
	

	
	機械工作
	
	
	

	
	営業補償・特殊補償
	
	
	

	
	事業損失
	
	
	

	
	補償関連
	
	
	

	
	総合補償
	
	
	

	
	計
	
	
	


	計量証明　実績高
	競争に参加を希望する
業種(部門)の区分
	審査基準日の直前2年の各事業年度の決算に基づく契約金額
	直前２カ年間の

年間平均実績高

	
	
	前　々　年　
	前　　　年
	

	
	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	自　　年　　月

至　　年　　月
	

	
	濃度
	千円
	千円
	

	
	騒音レベル
	
	
	

	
	振動加速度レベル
	
	
	

	
	熱量
	
	
	

	
	特定濃度
	
	
	

	
	計
	
	
	


様式第４号
業　務　経　歴　書

自　　令和５年　１月　１日

（登録業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　　令和６年１２月３１日

	発　注　者
	元請又は
下請の区別
	件　名
	履行場所
	請負代金の額
	着手年月

	
	
	
	
	
	完了（予定）年月

	
	
	
	
	千円

	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月


記載要領

1． この表は、参加を申し出る業務の種類ごとに作成すること。

2． この表は、審査基準日（1月1日）直前2年間の営業年度における主な完了業務及び直前2年間に着手した主な未完了業務について記載すること。

3． 下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」欄には下請件名を記載すること。
4． 「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。
様式第５号
常　勤　技　術　職　員　名　簿

令和７年１月１日現在

	氏　　　　名
	生年月日
	法令による免許等
	実務経歴
	実務経験年月数

	
	
	名　　　称
	取得年月日
	
	

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月


記載要領

１．「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律、又は命令による免許、ならびに技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）

２．「実務経歴」の欄には、最近のものを記載すること。
様式第１１号

	使　用　印　鑑　届


会　社　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印

上記の印鑑は、入札、見積に参加し、契約の締結のため使用したいのでお届けします。
令和　　年　　月　　日

越前市長　殿









所　 在 　地　









届出者
商号又は名称　









代表者職氏名　


（記載要領）１．使用印は、委任状が提出される場合は、受任者の使用する印を押印すること。
様式第１９号

市税納付状況調査同意書

令和　　年　　月　　日

越 前 市 長　殿

	申請者

	商号又は名称
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）



	
	所在地
	〒   －    


	
	代表者職氏名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）



	
	電話番号
	

	
	越前市内営業所等（委任先）商号又は名称
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）



	
	越前市内営業所等（委任先）所在地
	〒   －    


	代表者
（個人）

代表者の住所
(住民票所在地)
が越前市の場合
はこちらも記入してください
	氏名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）



	
	住所
	〒   －    
越前市

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日 生

	
	


指名競争入札参加資格審査申請のため、次の越前市税の納付状況について調査することに同意

します。

調査に同意する税目（法人及び代表者）

・個人市民税　・法人市民税　・固定資産税 都市計画税　・軽自動車税

・国民健康保険税　・特別土地保有税　・市たばこ税　・入湯税

有効期限

申請日から　令和９年３月３１日まで

使用目的

指名競争入札参加資格審査申請及び指名審査

越前市処理欄　　　　　　　　　 整理番号 №　　　　 　　　

	調査日
	納税状況
	収納課確認印

	年　　月　　日
	完納 ・ 滞納
	

	年　　月　　日
	完納 ・ 滞納
	


様式第２０号

暴力団の排除に関する確約書

令和　　年　　月　　日

越前市長　殿

所　 在 　地　

届 出 者
商号又は名称　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

次のことを確約します。

１　事業主及び役員（以下｢役員等｣といいます。）の中に、暴力団員が含まれてはいないこと。また、今後も含まれることがないこと。

２　暴力団員が経営に事実上参加してはいないこと。また、今後も参加することがないこと。

３　役員等が暴力団員であることを知りながら、その暴力団員を使用してはいないこと。また、今後も使用することがないこと。

４　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団員を利用してはいないこと。また、今後も利用することがないこと。

５　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、便宜を供与し、その他直接的若しくは積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与してはいないこと。また、今後も協力、関与等をすることがないこと。

６　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有してはいないこと。また、今後も有することがないこと。

７　役員等が、下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他契約に当たり、その契約相手方の入札参加資格の有無にかかわらず、上記１から６に該当する者であると知りながら、法令上の契約締結の義務がないにもかかわらず、当該契約を締結してはいないこと。また、今後も締結することがないこと。

８　入札参加資格者が都道府県（公安委員会等を含みます。）又は市町村から暴力団排除に関する勧告措置を受けた日から１年以内に再度勧告措置を受けてはいないこと。また、今後も勧告措置を受けないこと。
委任状
令和　　年　　月　　日

越前市長　殿

所在地　　　　　

商号又は名称　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

私は下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

＜委任事項＞

１　入札及び見積に関すること。

２　契約の締結に関すること。

３　代金の請求及び受領に関すること。

４　保証金に関すること。

５　その他契約に関する一切のこと。

委任期間　自　令和　７年　　月　　日
至　令和　９年　３月３１日
（受任者）所在地　　　　　

支社・支店等名　

役職名　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
様式第９号
営　業　所　一　覧　表
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記載要領

１．「名称」の欄には、本店又は支店若しくは常時建請負契約を締結する事業所を記載すること。

